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環境庁（現：環境省）在職中に

前例を超える仕事として
「環境基本法」の策定に関わりました。
しかし、結果的に「公害対策基本法」を廃止したので
「公害」という言葉がなくなりました。

前向きに考えれば、
世界的な動きを考えれば、
大事な仕事でしたが
本当に良かったのか悩みます。

国での仕事は「反省」の連続でした。





当時の資料



○伝染のおそれがある疾病の発生及びまん延を予防するために、予防接
種を行い、公衆衛生の向上及び増進に寄与する

○予防接種による健康被害の迅速な救済を図る

目的

対象疾患：
■ ⼀類疾病 （集団予防に重点、努⼒義務あり）

ジフテリア、百⽇せき、急性灰⽩髄炎（ポリオ）、⿇しん（はしか）、⾵しん、
⽇本脳炎 、破傷⾵、結核、痘そう（天然痘）
※痘そうについては政令事項とされている。また、現在痘そうにかかる予防接種は実施されていない

■ ⼆類疾病 （個⼈予防に重点、努⼒義務なし）
インフルエンザ

実施主体：市町村
○定期接種にかかる費⽤は、市町村が負担

（経済的困窮者を除き、被接種者からの実費徴収が可能。）
○予防接種により健康被害が⽣じた場合には、医療費・医療⼿当、死亡した場合の
補償（死亡⼀時⾦等）、障害年⾦等が⽀払われる

概要

予防接種法（当時改正前）の概要
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○ 平成２５年４月１日（一部の経過措置規定は公布の日）

○ 予防接種施策の総合的な推進を図るため、厚生労働大臣は、予防接種に関する基本的な計画を策定することとする。
○ 予防接種を取り巻く状況の変化や施策の効果への評価等を踏まえ、少なくとも５年に一度検討し必要に応じ計画を変更することとする。

○ 定期接種の対象疾病として、一類（Ａ類）疾病にHib感染症、小児の肺炎球菌感染症及びヒトパピローマウイルス感染症を追加する。
○ 二類（Ｂ類）疾病について、新たなワクチンの開発や感染症のまん延に柔軟に対応できるよう、政令で対象疾病を追加できることとする。

○ 予防接種施策の適正な実施を図るため、現在実施している副反応報告制度を法律上位置付け、医療機関から厚生労働大臣への報告
を義務化する。

○ 厚生労働大臣は、報告の状況について（４）の評価・検討組織に報告し、その意見を聴いて、必要な措置を講ずることとする。
○ 医療機関からの報告に関する情報整理及び調査については、（独）医薬品医療機器総合機構に行わせることができることとする。

（１） 予防接種の総合的な推進を図るための計画の策定

（４） 評価・検討組織への付議

（３） 副反応報告制度の法定化

２．法案の概要

○ 先進諸国と比べて公的に接種するワクチンの種類が少ない、いわゆるワクチン・ギャップの問題の解消や、予防接種
施策を総合的かつ継続的に評価・検討する仕組みの構築等のため、予防接種制度について幅広い見直しを行う必要がある。

○ 予防接種施策の総合的な推進を図るため、平成24年５月に厚生科学審議会感染症分科会予防接種部会で取りまとめた
「予防接種制度の見直しについて(第二次提言)」を踏まえ、定期接種の対象疾病の追加等所要の措置を講ずるもの。

予防接種法の一部を改正する法律の概要

１．法案の背景

○ 厚生労働大臣は、予防接種施策の立案に当たり、専門的な知見を要する事項について、評価・検討組織（厚生科学審議会に設置）に
意見を聴かなければならないこととする。

（２） 定期接種の対象疾病の追加

３．施行期日
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実施主体 負担

定期接種
（一類疾病・二類疾

病）

市町村

定期接種の費用負担について

実施主体 負担割合

３ワクチン
ヒブ

小児用肺炎球菌
子宮頸がん予防

市町村

※ 一類定期接種については、多くの市町村では
実費を徴収していない

２～３割程度
地方交付税で手当

市 町 村
（実費など）（低所得者分）

実費など

1/2
市町村国

公費負担カバー率 ９割

1/2 ※地方交付税で手当

実施主体 負担

定期接種
（一類疾病）

市町村

９割を地方交付税で手当

市 町 村

※ 二類疾病に係る地方交付税の手当は現行と同様。

（注１）【一類疾病】：ジフテリア、百日せき、麻しん、結核など 【二類疾病】インフルエンザ（高齢者のみ）
（注２） 今般の予防接種法改正において、「一類疾病」→「A類疾病」、「二類疾病」→「B類疾病」と名称を変更することを予定

現行の予防接種法

子宮頸がん等ワクチン接種緊急促進事業（平成２２年度・２３年度補正予算 平成２４年度末で終了）

平成２５年度～（３ワクチンは予防接種法改正後）

３ワクチンの
定期接種化

（一類疾病に位置付け）
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平成25年度における年少扶養控除等の見直しによる
地方財政の追加増収分等の取扱い等について

平成22年度税制改正による所得税・住民税の年少扶養控除

の廃止及び特定扶養控除の縮減（以下「年少扶養控除の廃

止等」という。）によって平成25年度において新たに生じる地方

増収分並びに平成24年度において特定疾患治療研究事業の

超過負担に暫定的に充当した年少扶養控除の廃止等による

地方増収分の取扱い等については、以下のとおりとする。

（１） 特定疾患治療研究事業については、平成26年度予算に

おいて超過負担の解消を実現すべく、法制化その他必要な

措置について調整を進めること。

（２） 平成25年度予算における特定疾患治療研究事業の国

庫補助金については、当該事業の国費不足額が平成24年

度予算における国費不足額を下回るよう、所要額を計上す

ること。

（３） （１）及び（２）の措置を前提として、平成24年度において

特定疾患治療研究事業の超過負担に暫定的に充当した年

少扶養控除の廃止等による地方増収分（269億円）を、

（４）・（５）に掲げる国庫補助事業の一般財源化の財源とし

て活用すること。

（４） 子宮頸がん等ワクチン接種緊急促進基金を活用した国

庫補助事業を、以下を前提として、一般財源化すること

（522億円）。

① 子宮頸がん予防、ヒブ、小児用肺炎球菌のワクチンに

ついては、平成25年度から予防接種法に基づく定期接種

とすることとし、そのための予防接種法改正法案を次期

通常国会に提出すること。

② また、これらの措置と併せ、既存の予防接種法に基づく

定期接種（一類疾病分）に係る公費負担の範囲を、子宮

頸がん等ワクチン接種緊急促進基金を活用した国庫補

助事業と同様の範囲に見直すべく、法令改正その他必要

な措置を講じるものとすること。

（５） 妊婦健康診査支援基金を活用した国庫補助事業を一

般財源化すること（364億円）。

平成25年１月27日

総 務 大 臣

財 務 大 臣

厚 生 労 働 大 臣
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資料２ リーフレット（子宮頚がん予防ワクチンの接種を受ける皆さまへ（平成２５年６月１４日）







資料３ 健康局長通知：ヒトパピローマウイルス感染症に係る定期接種の今後の対応について（令和３年11月26日）



総務省HP 地方自治制度の概要 より







当時の資料



資料４ 千葉県病院局：がんセンター腹腔鏡下手術第三者検証委員会報告書





資料５ 千葉県病院局：医療に起因するレベル3ｂ以上の医療上の事故等発生時の運用フロー



資料６ 千葉県病院局；県立病院におけるインシデント・アクシデントの公表基準







行政の「罪」とは（国家活動の悪）
制度というシステムが及ぼす影響を

思考することなく、考えることなく
そのまま受け入れることではないか

思考しても、考えただけで、無責任に
そのまま受け入れることはどうなのか

自分に出来ることは何だったのか
もっと出来ることがあったのではないか

今、出来ることは何か


